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財務書類４表について 
 

 平成１８年、総務省より「地方公共団体における行政改革の更なる推進のた

めの指針の策定」において、地方公会計改革が掲げられました。より正確な財

務情報の公開と、資産・債務の適正な管理の観点から、「総務省方式改訂モデ

ル」と「総務省基準モデル」に基づいた貸借対照表、行政コスト計算書、純資

産変動計算書、資金収支計算書の作成が求められ、香芝市では平成２０年度決

算から「総務省方式改訂モデル」を採用し、作成してきました。 

 しかし、公有財産の状況や発生主義による取引情報を複数仕訳によらず決算

統計（地方財政状況調査）のデータを活用して作成する「総務省方式改訂モデ

ル」では、数値の正確性等の面で課題がありました。 

 このため、総務省において、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提と

した財務書類の作成に関する「統一的な基準」が示され、原則として平成２７

年度から平成２９年度までの３年間ですべての地方公共団体において作成、公

表するように要請されたところです。 

 香芝市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づき、財務書類を

作成しました。 

 

「統一的な基準」と「総務省方式改訂モデル」との違い 

 「統一的な基準」 「総務省方式改訂モデル」 

発 生 主 義 ・ 

複 式 簿 記 の 導 入 

発生の都度（日々仕訳）によ

る複式仕訳による作成 
決算データを活用して作成 

固定資産台帳の整備 

台帳の整備を前提とし、今後

の公共施設等のマネジメント

にも活用可能 

台帳整備は前提とされていない 

比 較 可 能 性 

「統一的な基準」による財務

書類の作成により、団体間で

の比較が可能 

総務省方式改訂モデルや基準モ

デルその他の方式といったもの

が混在し、比較が困難 

 

－ 1 －



Ⅰ 財務書類の作成基準 

 

１．対象会計 

 

  一般会計等とは、本市の場合、一般会計と土地取得特別会計が対象となり

ます。 

 

２．作成基準日等 

 

 ・会計年度の最終日（３月３１日）を作成の基準日とし、出納整理期間（４

月１日～５月３１日）における出納については、基準日までに終了したも

のとして処理します。 

 ・本市の基準日時点での人口は、７９，０２３人です。 

 ・千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合が

あります。 

 

３．財務書類４表の関係 

 

  貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４

表の関係を図示すると次のようになります。 

＋本年度末
　歳計外現金残高

臨時利益
固定資産等
の変動

前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

うち
現金
預金

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

【財務書類４表構成の相互関係】

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支
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Ⅱ 貸借対照表 

 

１．貸借対照表とは 

 

  貸借対照表は、会計年度末時点において市が所有している土地や建物など

の財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債：将来の世代の負担、

純資産：これまでの世代の負担）で賄っているかを表しています。 

 

２．貸借対照表の見方 

 

借   方 貸   方 

資   産 負   債 

 

固定資産 

事業用資産（庁舎、学校

等）とインフラ資産（道

路、公園等）に分けら

れ、将来の世代に引き継

ぐ社会資本や関係団体へ

の出資金などの投資その

他の資産を表したもの 

 

固定負債 

地方債や退職手当引当金

など将来の世代の負担と

なるものを表したもの 

流動負債 

１年以内に支払いが予定

されている地方債や賞与

引当金などを表したもの 

流動資産 

資金（年度末に保有して

いる現金及び基金以外の

預金）や税等の未収金、

貸付金、財政調整基金等

の積立金など将来現金化

することが可能な財産を

表したもの 

純 資 産 

 

固定資産等 

形 成 分 

これまでの世代や国・県

が負担した将来返済しな

くてよい財産を表したも

の 
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３．平成２８年度貸借対照表

（平成29年 3月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 104,871,580 固定負債 36,439,195 

有形固定資産 101,852,578 地方債 31,969,649 
事業用資産 44,504,319 長期未払金 - 

土地 28,711,876 退職手当引当金 3,304,661 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 48,127,691 その他 1,164,884 
建物減価償却累計額 △ 32,666,922 流動負債 4,011,331 
工作物 479,765 １年内償還予定地方債 3,336,383 
工作物減価償却累計額 △ 283,519 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 273,370 
航空機 - 預り金 245,585 
航空機減価償却累計額 - その他 155,993 
その他 - 40,450,525 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 135,428 固定資産等形成分 106,196,122 

インフラ資産 56,889,916 余剰分（不足分） △ 39,283,098 
土地 26,424,263 
建物 58,791 
建物減価償却累計額 △ 37,841 
工作物 63,799,621 
工作物減価償却累計額 △ 33,444,233 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 89,315 

物品 1,071,793 
物品減価償却累計額 △ 613,450 

無形固定資産 37,481 
ソフトウェア 37,481 
その他 - 

投資その他の資産 2,981,521 
投資及び出資金 209,971 

有価証券 1,239 
出資金 208,732 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 396,541 
長期貸付金 - 
基金 2,445,171 

減債基金 - 
その他 2,445,171 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 70,162 

流動資産 2,491,970 
現金預金 572,097 
未収金 116,866 
短期貸付金 - 
基金 1,324,542 

財政調整基金 1,096,035 
減債基金 228,507 

棚卸資産 500,428 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 21,963 66,913,024 

107,363,549 107,363,549 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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注   記 
 
１．有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

 (1) 事業用資産及びインフラ資産 

   開始時簿価については、取得原価が判明しているものは原則として取得原価とし、取

得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。 

   ただし、道路、河川及び水路の敷地のうち取得原価が不明なものについては、原則と

して備忘価額 1 円としております。また、開始後については、原則として取得原価とし、

再評価は行っておりません。 

 (2) 物品 

   地方自治法第 239 条第 1 項に規定するもので、原則として取得価額または見積価格が

50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に、その取得価額を資産として計上し、再評価

は行っておりません。 

   なお、取得原価が不明な資産については、原則として再調達原価としております。 

 (3) 無形固定資産 

   開始時簿価については原則として取得原価とし、再評価は行っておりません。 

   ただし、適正な対価を支払わずに取得したもの及び開始時において取得原価が不明な

ものについては、原則として再調達原価としております。 
 
２．有形固定資産等の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  ① 事業用資産・・・・定額法 

  ② インフラ資産・・・定額法 

 (2) 無形固定資産・・・・定額法 
 
３．引当金の計上基準及び算定方法 

 (1) 徴収不能引当金 

   債権全体または同種・同類の債権ごとに、債権の状況に応じて求めた過去の徴収不能

実績率など合理的な基準により算定しております。 

 (2) 賞与等引当金 

   基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法定福利費を計上しており

ます。 

 (3) 退職手当引当金 

   期末自己都合要支給額により算定しております。 
 
４．リース取引の処理方法 

  リース資産のうちファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法（

固定資産に該当するものは貸借対照表に計上）に準じて会計処理を行い、オペレーティン

グ・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法（費用として行政コスト計算書

に計上）に準じて会計処理を行っております。 

  ただし、ファイナンス・リース取引であっても、所有権移転外ファイナンス・リース取

引及び重要性の乏しい所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて会計処理を行っております。 
 
５．売却可能資産 土地（事業用資産） 60,505 千円 
 
６．地方交付税措置のある地方債 22,585,943 千円 
 
７．将来負担に関する情報 

  将来負担額    46,070,503 千円 

  充当可能財源等  27,140,161 千円 

  標準財政規模   14,725,354 千円 
  算入公債費等の額  1,990,295 千円 
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主な施設の状況（平成２８年度）

(単位：千円）

区分 名称等 取得年度 本年度末残高 減価償却累計額
貸借対照表
計上額

市営住宅 平成17年 560,367 139,722 420,645

総合プール 昭和59年 178,114 117,258 60,855

五位堂小学校 昭和43年 2,251,625 2,098,968 152,657

下田小学校 昭和43年 2,032,396 1,955,676 76,720

ニ上小学校 昭和44年 1,995,389 1,514,798 480,591

関屋小学校 昭和46年 1,852,784 1,665,503 187,280

志都美小学校 昭和37年 1,972,836 1,866,608 106,228

三和小学校 昭和51年 1,109,731 895,095 214,636

鎌田小学校 昭和57年 633,784 501,730 132,054

真美ヶ丘東小学校 昭和62年 1,713,055 1,055,008 658,047

真美ヶ丘西小学校 昭和62年 1,199,025 769,402 429,623

旭ヶ丘小学校 平成6年 1,203,813 536,705 667,107

香芝中学校 昭和49年 3,348,349 2,940,098 408,251

香芝西中学校 昭和57年 2,600,660 1,946,682 653,978

香芝東中学校 昭和58年 2,162,623 1,521,294 641,329

香芝北中学校 平成11年 3,474,332 1,234,469 2,239,863

五位堂幼稚園 昭和46年 188,226 188,226 0

下田幼稚園 昭和45年 245,722 236,600 9,122

ニ上幼稚園 昭和47年 71,097 70,501 596

志都美幼稚園 昭和48年 85,397 82,392 3,005

関屋幼稚園 昭和50年 107,882 107,798 85

三和幼稚園 昭和50年 127,316 123,699 3,617

鎌田幼稚園 昭和62年 143,631 123,241 20,391

真美ヶ丘東幼稚園 昭和62年 197,060 167,422 29,639

旭ヶ丘幼稚園 平成16年 330,630 87,031 243,598

真美ヶ丘保育所 昭和59年 80,672 79,277 1,395

五位堂保育所 昭和51年 80,061 75,294 4,767

若葉保育所 昭和52年 209,051 208,051 1,001

みつわ保育所 昭和42年 551,839 140,219 411,620

二上保育所 昭和57年 125,331 125,074 257

環境衛生 火葬場 平成16年 111,677 43,401 68,276

総務 庁舎 昭和51年 2,510,671 2,023,374 487,297

（注）　取得年度は、最も古い建物の取得年度とするものです。

生活
インフラ・
国土保全

教育

福祉
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４．貸借対照表の概要 

 

 (1) 資産の構成 

 

   資産は、土地や建物などの財産や貸付金、未収金などの権利など、将来

にわたり行政サービスを提供するために使用されるものです。 

   資産総額は１，０７３億６，３５４万９千円、市民一人当たり１３５万

９千円となっています。 

   資産の９４．４％は庁舎や学校などの施設や土地といった事業用資産（

４１．４％）と道路や公園といったインフラ資産（５３．０％）で構成さ

れています。 

 

 (2) 負債の構成 

 

   負債は、市が持つ資産を形成する財源のうち、将来に負担しなければな

らない金額を表すもので、１年以内のうちに支払期限が到来する流動負債

と、将来の世代が負担することとなる固定負債に分けられます。 

   負債総額は４０４億５，０５２万５千円、市民一人当たり５１万２千円

となっています。 

 

 (3) 純資産の構成 

 

   純資産は、市が持つ資産を形成する財源のうち、これまでの世代が負担

してきた金額を表すものです。 

   純資産総額は６６９億１，３０２万４千円、市民一人当たり８４万７千

円となっています。 
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５．貸借対照表を活用した財政分析 

 

  (1) 純資産比率 

 

   資産総額に対する純資産の割合で、資産のうち市民の持ち分を示すもの

です。企業会計における自己資本比率に相当するものであり、この割合が

高いほど健全な財政状況にあるといえます。 

純資産総額  資産総額   

66,913,024 千円 ÷ 107,363,549 千円 ＝ 62.3％ 

 

  (2) 負債比率 

 

   資産総額に対する負債の割合で、資産のうちの借入金への依存度を示す

ものです。純資産比率の逆の指標となり、この割合が高いほど将来負担へ

の影響が大きいといえます。 

負債総額  資産総額   

40,450,525 千円 ÷ 107,363,549 千円 ＝ 37.7％ 

 

  (3) 社会資本形成の世代間負担比率 

 

   社会資本形成の結果を示す公共資産の資産形成に充てられた財源を見る

ことによって、これまでの世代によって既に負担された割合や将来の世代

によって負担しなければならない割合を把握することができます。 

 

  ① これまでの世代による社会資本形成の負担比率 

純資産総額  固定資産   

66,913,024 千円 ÷ 104,871,580 千円 ＝ 63.8％ 

 

  ② 将来の世代による社会資本形成の負担比率（将来世代負担比率） 

地方債残高※  固定資産   

21,072,503 千円 ÷ 104,871,580 千円 ＝ 20.1％ 

     ※地方債残高からは、臨時財政対策債、減税補てん債、退職手当債を除きます。 
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  (4) 歳入総額に対する資産比率及び純資産比率 

 

   歳入総額に対する資産総額及び純資産の割合を算出することにより、基

準日に形成されている資産総額及び純資産に、何年分の歳入が充当されて

いるかを把握することができます。 

 

  ① 歳入総額に対する資産比率 

資産総額  歳入総額※   

107,363,549 千円 ÷ 25,481,652 千円 ＝ 4.2 年 

 

  ② 歳入総額に対する純資産比率 

純資産総額  歳入総額※   

66,913,024 千円 ÷ 25,481,652 千円 ＝ 2.6 年 

     ※歳入総額＝収入合計＋前年度末資金残高 

 

  (5) 有形固定資産減価償却率 

 

   有形固定資産のうち償却資産について、耐用年数に対して資産の取得か

らどの程度経過しているのかを表しています。この比率が高いほど施設の

老朽化が進んでいるといえます。 

減価償却累計額  取得価額   

67,045,965 千円 ÷ 113,537,661 千円 ＝ 59.1％ 
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Ⅲ 行政コスト計算書 

 

１．行政コスト計算書とは 

 

  行政コスト計算書は、市が１年間に行政サービスを提供するために、どの

分野にどのようなコスト（費用）がかかり、その財源となる使用料や手数料

等の収入の関係を表しています。 

 

２．行政コスト計算書の見方 

 

経常費用 

 

業務費用 

 人件費 

 職 員 給 与 費 

賞与等引当金繰入額 

退職手当引当金繰入額 

職員給与や議員報酬、退職給付費用などを表

したもの 

物件費等 

 物 件 費 

維 持 補 修 費 

減 価 償 却 費 

備品や消耗品、施設等の維持修繕に係る経費

や事業用資産の減価償却費などを表したもの 

その他業務費用 

 支 払 利 息 

徴収不能引当金繰入額 

地方債の支払利息など上記以外の費用を表し

たもの 

移転費用 

 補 助 金 等 

社 会 保 障 給 付 

他 会 計 へ の 繰 出 金 

市民や団体への補助金、児童手当や生活保護

費等の社会保障関係給付などを表したもの 

経常収益 

 使 用 料 及 び 手 数 料 

そ の 他 

使用料・手数料など、サービスの提供に対す

る収入等を表したもの 

臨時損失 災害復旧事業費、資産除売却損などを表したもの 

臨時利益 資産売却益などを表したもの 
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３．平成２８年度行政コスト計算書

自　平成28年 4月 1日
至　平成29年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 20,788,336 

業務費用 10,562,133 

人件費 4,270,272 

職員給与費 3,484,321 

賞与等引当金繰入額 273,370 

退職手当引当金繰入額 365,866 

その他 146,715 

物件費等 5,836,060 

物件費 3,302,719 

維持補修費 306,041 

減価償却費 2,223,805 

その他 3,495 

その他の業務費用 455,801 

支払利息 371,234 

徴収不能引当金繰入額 12,037 

その他 72,529 

移転費用 10,226,203 

補助金等 3,248,891 

社会保障給付 5,242,763 

他会計への繰出金 1,731,923 

その他 2,626 

経常収益 1,053,329 

使用料及び手数料 301,099 

その他 752,230 

純経常行政コスト △ 19,735,008 

臨時損失 12,502 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 12,502 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 16,463 

資産売却益 16,463 

その他 - 

純行政コスト △ 19,731,046 

科目
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４．行政コスト計算書の概要 

 

  経常費用の総額は２０７億８，８３３万６千円となり、これらの行政活動

に対する使用料・手数料などによる経常収益は１０億５，３３２万９千円で、

純経常行政コストは１９７億３，５００万８千円、臨時損失、臨時利益を加

味した純行政コストは１９７億３，１０４万６千円となっています。 

  これは市民一人当たりでは、２５万円の純行政コストを要していることと

なります。 

 

  行政コストの構成 

 

  経常費用の総額が２０７億８，８３３万６千円となっておりその内訳は、

人件費が４２億７，０２７万２千円で２０．５％、物件費は減価償却費を含

み、維持補修費などに要した費用として５８億３，６０６万円で２８．１％

となっています。また、移転支出では児童手当の給付や生活保護扶助費など

の社会保障関係移転支出が５２億４，２７６万３千円で２５．２％、他会計

などへの支出が１７億３，１９２万３千円で８．３％となっています。 
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５．行政コスト計算書を活用した財政分析 

 

 (1) 行政コスト対税収等比率 

 

   税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率を表すことによ

り、当年度の税収等のうち、どれだけ資産形成の伴わない純経常行政コス

トに費消したかを比較することができます。この比率が１００％に近づく

ほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに１００％を上回ると、過去か

ら蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 

純経常行政コスト  財源   

19,735,008 千円 ÷ 19,794,920 千円 ＝ 99.7％ 

 

 (2) 受益者負担の割合 

 

   行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表すもので、受益者負

担の水準を把握することができます。 

経常収益  経常費用   

1,053,329 千円 ÷ 20,788,336 千円 ＝ 5.1％ 
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Ⅳ 純資産変動計算書 

 

１．純資産変動計算書とは 

 

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動した

かを表したものです。 

 

２．純資産変動計算書の見方 

 

純 行 政 コ ス ト 
行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対するコス

トの財源不足分を表したもの 

財 源 
市税、地方譲与税などの税収等や国県等補助金など行政コスト計

算書に計上されない財源を表したもの 

固定資産等の変動 有形固定資産等の増減や貸付金・基金等の増減を表したもの 

資 産 評 価 差 額 
固定資産や有価証券等の当該年度における評価益と評価損との差

額を表したもの 

無 償 所 管 換 等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額を表したもの 
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３．平成２８年度純資産変動計算書

自　平成28年 4月 1日
至　平成29年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 66,971,003 107,195,737 △ 40,224,733 

純行政コスト（△） △ 19,731,046 △ 19,731,046 

財源 19,794,920 19,794,920 

税収等 14,802,069 14,802,069 

国県等補助金 4,992,851 4,992,851 

本年度差額 63,874 63,874 

固定資産等の変動（内部変動） △ 877,761 877,761 

有形固定資産等の増加 1,909,570 △ 1,909,570 

有形固定資産等の減少 △ 2,732,413 2,732,413 

貸付金・基金等の増加 607,535 △ 607,535 

貸付金・基金等の減少 △ 662,455 662,455 

資産評価差額 △ 36,188 △ 36,188 

無償所管換等 △ 85,666 △ 85,666 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 △ 57,979 △ 999,615 941,636 

本年度末純資産残高 66,913,024 106,196,122 △ 39,283,098 

科目 合計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．純資産変動計算書の概要 

 

  純行政コスト１９７億３，１０４万６千円に対し、財源である税収等と国

県等補助金の合計額は１９７億９，４９２万円となっており、発生したコス

トを、税を主とする一般財源で賄えたことがわかります。 
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Ⅴ 資金収支計算書 

 

１．資金収支計算書とは 

 

  資金収支計算書は、行政活動に伴う現金等の資金の増減を、性質の異なる

三つの活動「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に区分

して金額を表し、どのような活動に資金が必要であったかを表したものです。 

 

２．資金収支計算書の見方 

 

業務活動収支 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出を表したもの 

投資活動収支 
公共施設や道路整備などの資産形成や投資・貸付金などの収入・支出

などを表したもの 

財務活動収支 地方債や借入金などの借入（収入）や償還（支出）などを表したもの 
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３．平成２８年度資金収支計算書

自　平成28年 4月 1日
至　平成29年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 18,816,821 

業務費用支出 8,590,617 
人件費支出 4,583,176 
物件費等支出 3,575,760 
支払利息支出 371,234 
その他の支出 60,447 

移転費用支出 10,226,203 
補助金等支出 3,248,891 
社会保障給付支出 5,242,763 
他会計への繰出支出 1,731,923 
その他の支出 2,626 

業務収入 20,448,220 
税収等収入 14,809,567 
国県等補助金収入 4,612,091 
使用料及び手数料収入 301,287 
その他の収入 725,275 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 - 
業務活動収支 1,631,400 
【投資活動収支】

投資活動支出 2,641,198 
公共施設等整備費支出 2,160,435 
基金積立金支出 480,694 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 69 
その他の支出 - 

投資活動収入 1,188,673 
国県等補助金収入 380,760 
基金取崩収入 603,236 
貸付金元金回収収入 87 
資産売却収入 204,590 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 1,452,525 
【財務活動収支】

財務活動支出 3,697,121 
地方債償還支出 3,590,024 
その他の支出 107,098 

財務活動収入 3,357,800 
地方債発行収入 2,857,800 
その他の収入 500,000 

財務活動収支 △ 339,321 
本年度資金収支額 △ 160,447 
前年度末資金残高 486,959 
本年度末資金残高 326,512 

前年度末歳計外現金残高 253,736 
本年度歳計外現金増減額 △ 8,151 
本年度末歳計外現金残高 245,585 
本年度末現金預金残高 572,097 

科目
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注   記 
 
１．純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 
  貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の
蓄積をいい、固定資産の額に流動資産における短期貸付金および基金を加えた額を計上し
ています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をい
い、流動資産（短期貸付金及び基金を除く。）から負債を控除した額を計上しています。 

 
２．基礎的財政収支 
  業務活動収支（支払利息支出を除く。） 2,002,634 千円 

投資活動収支            △1,452,525 千円 
基礎的財政収支             550,109 千円 

 
３．一時借入金 
  一時借入金の借り入れはありません。なお、一時借入金の限度額は 5,000,000 千円です。 
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４．資金収支計算書の概要 

 

  財務活動収支は、３億３，９３２万１千円の赤字となっています。地方債

の借入額よりも償還額が多かったことを示しており、地方債等の償還が進ん

でいることがわかります。 

  また、投資活動収支と財務活動収支の赤字を業務活動収支の黒字で補う形

になっています。投資活動収支及び財務活動収支の赤字合計１７億９，１８

４万６千円に対し、業務活動収支の黒字が１６億３，１４０万円となってお

り、全体の収支は赤字で、これまでの蓄積を取り崩していることがわかりま

す。 

  この資金の増減については、貸借対照表における現金預金の増減に反映さ

れ、流動資産の増減に影響することとなります。 

 

５．資金収支計算書を活用した財政分析 

 

  地方債の償還可能年数 

 

  地方債が業務活動収支の黒字分の何年分あるかを表しています。償還可能

年数が短いほど、地方債の償還能力が高いといえます。 

地方債残高  業務活動収支額   

35,306,032 千円 ÷ 1,631,400 千円 ＝ 21.6 年 

 

－ 21 －




